
第４３期 ＪＸ ＡＮＣＩ株式会社

千円 千円

7,354,206 3,142,461

（ 2,591,629 ） （ 1,988,653 ）

6,200 329,071

14,561 840,853

955,119 260,000

320,944 194,781

792,094 163,980

175,467 717

176,892 32,754

89,524 28,785

12,171 11,884

40,652 35,226

8,000 2,190

88,407

（ 4,762,576 ）

〔 3,159,357 〕 （ 1,153,808 ）

591,472 680,000

49,913 473,808

556,444

8,992 4,211,744

58,110 （ 4,211,744 ）

1,758,372 〔 25,000 〕

136,049 〔 3,532,294 〕

〔 63,506 〕 3,532,294

63,149 〔 654,450 〕

357 6,250

〔 1,539,712 〕 648,200

685 648,200

1,290,688

14,213

54

234,711

3,534

（固定） △ 4,175

7,354,206 7,354,206

貸　　 借　　 対　　 照　　 表
（２０２０年３月３１日 現在）

科         目 金          額 科         目 金          額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 流 動 負 債

受 取 手 形 買 掛 金

売 掛 金

短 期 借 入 金

商 品

１ 年 内 返 済 長 期 借 入 金

製 品

未 払 金

電 子 記 録 債 権

半 製 品

未 払 費 用

原 材 料

未 払 法 人 税 等

貯 蔵 品 前 受 金

未 払 消 費 税 等

固 定 負 債

前 払 費 用 預 り 金

未 収 入 金 預 り 保 証 金

そ の 他 流 動 資 産 役 員 賞 与 引 当 金

賞 与 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

構 築 物

長 期 借 入 金

機 械 装 置

退 職 給 付 引 当 金

車 両 運 搬 具

建 物

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

純 資 産 の 部

株 主 資 本

無 形 固 定 資 産

資 本 金

ソ フ ト ウ エ ア

資 本 剰 余 金

繰 延 税 金 資 産

商 標 権

そ の 他 の 資 本 剰 余 金

投 資 そ の 他 の 資 産

利 益 剰 余 金

投 資 有 価 証 券

利 益 準 備 金

関 係 会 社 株 式

そ の 他 利 益 剰 余 金

差 入 保 証 金

繰 越 利 益 剰 余 金

長 期 前 払 費 用

そ の 他 の 投 資

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計 負 債 お よ び 純 資 産 合 計



個別注記表

（１）資産の評価基準および評価方法

　たな卸資産の評価基準および評価方法

　①製品 ３ヵ月総平均法による原価法（貸借対照表価額は時価による簿価切り下げの方法により

算定）を採用しております。

　②商品 最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価額は時価による簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。

　③半製品 総平均法による原価法を採用しております。

　④原材料・貯蔵品 移動平均法による原価法を採用しております。

（２）固定資産の減価償却の方法

　①有形固定資産 　定額法を採用しております。　定額法を採用しております。

（リース資産を除く） 　なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。

　②無形固定資産 　定額法を採用しております。

　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に

基づく定額法を採用しております。

③リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　④長期前払費用 　均等償却によっております。

　なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

（３）引当金の計上基準

　①貸倒引当金　 　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権について

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　②役員賞与引当金 役員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額を計上しております。

　③賞与引当金　 　従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上しております。

　④退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当期末における自己都合要支給額の100%を計上して

おります。

　ただし、ＪＸＴＧエネルギー株式会社よりの出向者については、退職給付費用の当期に

おける当社負担額をＪＸＴＧエネルギー株式会社へ支払っておりますので、退職給付引

当金は設定しておりません。

　⑤役員退職慰労引当金 　役員に対する退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上して

　おります。

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　①消費税等の会計処理 　　　税抜方式を採用しております。

　②連結納税制度の適用 　　　ＪＸＴＧホールディングス株式会社を連結納税主体とする連結納税制度を適用しており

　　　ます。

２．株主資本等変動計算書に関する注記

（１）当事業年度の末日における発行済株式の数

普通株式　　 40,000株

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記



（２）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項
2019年6月26日の定時株主総会において、次のとおり決議しています。
ア．配当金の総額 円
イ．配当の原資
ウ．１株当たり配当額 円 銭
エ．基準日
オ．効力発生日

（３）当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
2020年6月25日(予定)の定時株主総会において、次の議案を付議する予定です。
ア．配当金の総額 円
イ．配当の原資
ウ．１株当たり配当額 円 銭
エ．基準日
オ．効力発生日

（追加情報）資本金のその他資本剰余金への振替および利益準備金のその他利益剰余金への振替

2019年11月29日の臨時株主総会において、資本金および利益準備金の減少について決議し、2020年2月29日に下記の

とおり行われました。

ア．減少した資本金の額

イ．増加したその他資本剰余金の額

ウ．減少した利益準備金の額

エ．増加したその他利益剰余金の額

オ．資本減少の方法

カ．効力発生日 2020年2月29日

３．その他の注記

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

2020年3月31日
2020年6月25日

2019年6月26日

78,010,000
利益剰余金

1,950 25

2019年3月31日

68,104,000
利益剰余金

1,702 60

　　無償減資

千円

千円

千円

千円

175,000

175,000

43,750

43,750


